
4

特集 協同労働の協同組合法制定をめざす市民会議

開
会
の
あ
い
さ
つ

お
は
よ
う
ご
ざ
い
ま
す
。
協
同
労
働
の
協
同
組
合
法
制
化
を

め
ざ
す
市
民
会
議
に
お
い
で
い
た
だ
き
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま

す
。一

九
九
七
年
か
ら
こ
の
運
動
に
取
り
組
み
、
九
八
年
に
は
大

内
先
生
に
も
加
わ
っ
て
頂
き
、
制
定
の
た
め
の
推
進
本
部
を
日

本
労
協
連
の
中
に
つ
く
り
、
運
動
の
輪
を
広
げ
て
き
ま
し
た
。

一
九
九
二
年
に
リ
オ
デ
ジ
ャ
ネ
イ
ロ
で
開
催
さ
れ
た
国
連
環

境
サ
ミ
ッ
ト
で
は
、
生
物
の
多
様
性
の
維
持
に
関
連
し
た
採
択

が
あ
り
ま
し
た
が
、
協
同
労
働
の
協
同
組
合
の
法
制
化
も
、
そ

れ
と
同
じ
よ
う
に
、
経
済
活
動
の
多
様
性
を
広
く
日
本
社
会
の

中
に
根
付
か
せ
て
ゆ
く
こ
と
だ
と
思
い
ま
す
。
経
済
の
多
様
性

を
広
げ
る
と
い
う
こ
と
は
、
経
済
を
人
間
的
な
生
活
に
あ
わ
せ

て
ゆ
く
、
あ
る
い
は
そ
の
手
段
と
し
て
位
置
付
け
て
い
く
と
い

う
こ
と
で
す
。
そ
の
意
味
で
、
協
同
労
働
の
協
同
組
合
の
法
律

は
、
市
民
一
人
一
人
の
自
立
性
を
促
し
て
行
く
法
律
だ
と
い
う

こ
と
に
な
り
ま
す
。そ
れ
は
労
働
や
仕
事
の
人
間
化
の
た
め
に
、

人
々
を
排
除
し
な
い
場
を
作
っ
て
ゆ
く
こ
と
に
つ
な
が
っ
て
行

く
だ
ろ
う
と
思
い
ま
す
。
こ
と
ば
を
か
え
れ
ば
、
福
祉
社
会
を

創
っ
て
ゆ
く
と
い
う
こ
と
で
す
。
そ
の
一
翼
を
「
協
同
労
働
の

協
同
組
合
」が
に
な
っ
て
ゆ
く
こ
と
に
な
ろ
う
か
と
思
い
ま
す
。

今
日
の
設
立
総
会
が
大
き
な
一
歩
に
な
る
こ
と
を
願
っ
て
、
挨

拶
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
中
　
川
　
雄
　
一
　
郎

　
　
　
　
　
　（
協
同
総
研
理
事
長
・
明
治
大
学
教
授
）
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呼
び
か
け
人
代
表
の
挨
拶

　
　
　
　
　
　
　
大
　
内
　
力
　
（
労
協
法
制
定
推
進
本
部
・
本
部
長
　
東
京
大
学
名
誉
教
授
）

「協同労働の協同組合法制定をめざす市民会議」を発足させるため

に、ご参加をお願い申し上げましたところ多数おいで頂きありがとう

ございます。この運動に関して若干考えていることを申し上げて、ご

挨拶とさせていただきたいと思います。

資料の中に経過が書いてありますが、労協法を作ろうという運動

がはじまり、98年に私が本部長をお引き受けいたしました。その頃

からとりあえず仮称として「労協法」と呼びならわしてまいりました

が、名前は今後ご検討頂く必要があるかと思います。いずれにしても

労協法の必要性は切実になっているのですが、立法のことですから、

これまでの普通の手続きで言えば、担当すると思われる労働省や厚生

省、通産省といった官庁と相談し、多くの法律は政府が立案して国会

の議決をえて法律になるのが普通ですから、そこで役所との話を詰め

ることに努力してまいりました。しかし、役所は趣旨は賛成だが今す

ぐにはといった調子で、どうも腰が引けているといった感じでした。

たしかに来年の省庁再編もあり、どうも積極的になってくれないとい

うこともあり、時期も悪かったのかもしれません。また、法律の性格

上、いろいろな省にまたがる可能性のある法律であり難しい面があり

ます。そんなこともあって議員立法のほうがいいだろうということに

なり、各党の政策担当者や何人かの有力な議員へも資料を届け、協力

を要請し賛同を広げてきました。しかし、議員立法まではまだいかな

いでおります。何れの党の議員も反対はしない。むしろ大いに賛成な

のですが、自らリーダーシップを発揮しようとはしてくれません。こ

ちらにも立法を求める運動について考え方の不十分な点があったよう

です。

考えてみれば、協同労働の協同組合法を作るというのは、国民的

な課題であって、広く市民の賛成を得ることが必要です。そのような

市民の力を結集して、政府や政党に働きかけ、法律を作らせるという

のが本来の正道でしょう。これを後回しにしてきたことが、われわれ

の運動のネックになっていたように思われます。そこで正道に立ち

戻って市民の運動をさらに広げてゆく、世論を盛り上げて行く。そう

いう方向へ行こうではないかということになって、今日の会議にい

たったわけです。

　ところで、今までは、労働者協同組合法といってまいりましたが、

今回は名前をかえて、「協同労働の協同組合法」と呼んでおります。

耳新しいことばであるかも知れませんが、長い伝統をもった考え方、

すなわち従来の各種協同組合法の枠ではわれわれの要求に十分対処す

ることができない、勿論協同組合原則などは守らなければなりません
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が、その上に立って、協同労働の協同組合を

もう一つ次元の高いものとして考えてみなけ

ればならないという考え方を変えようという

ことではありません。ただ、その場合前提と

される従来の労働と異なった労働のあり方＝

協同労働という考え方をはっきりさせるため

にあえてこういう名称を選んだわけです。勿

論それに固執するものではありません。皆さ

んのご意見でもっと端的にわれわれの要求を

現す名称ができれば、いつでもそれを採用し

ます。

　例えば、今高齢社会が進み、介護問題が重

大な問題になってきておりますが、民間企業

が行う介護が極めて不十分なことはご承知の

通りです。どうしても地域を中心とした協同

の仕事として人々が助け合いながら暮らすこ

とのできるような地域社会の建設が必要で

しょう。それを実現する一つの手段が高齢者

協同組合で、現在全国27都道府県に作られて

おります。そのうち法人化しているものは21

あります。いろんな仕事に対処するためには

法人格がないと困るのですが、実は高齢協に

ピタリとした法律がないので、やむを得ず高

齢者協同組合は消費生活協同組合法によって

法人格を取得しています。しかし、これまで

の生協というのは、組合員の消費生活を中心

に組み立てられておりますので、これだけで

は高齢者の問題に対処できない点がいろいろ

あります。高齢者が寝たきりにならないよう

にするために、社会参加をすること、働くこ

と、スポーツや娯楽や、場合によってはお葬

式も自分たちの手で行う。そして死ぬまで尊

厳のある社会活動をして行く。これが高齢者

協同組合の目的ですが、これをすべて生協法

の枠の中で行おうとするとなかなか難しいこ

とがあります。そのため、聞くところによる

と、いろいろな活動を行う高齢協に対して、

それは員外利用の禁止に触れるから、場合に

よっては認可の取消を考えなければならない

などと言ってくる行政まであるそうです。こ

れを一つ解決するためにも、それに相応しい

法律が必要であります。働く人が出資をし、

自分たちで仕事をつくり、自分たちの労働と

知恵とを提供するといった新しい働き方を認

め、それを通じて社会に貢献するための協同

組合を公的に認めるような法律がほしいとこ

ろです。協同労働とはそういった願いをこめ

たことばと理解していただきたいと思いま

す。

勿論、そこには高齢協にとどまらない多く

の意味があります。今失業やリストラという

事態で働くことができない人が沢山おりま

す。生活や精神さえも病み、自殺者の急増に

もつながっています。しかし雇用・失業問題

を解決するために、雇ってくれる先を待って

いるだけでは解決できない時代になっていま

す。企業が一層激しさを増す競争の中で人減

らしに熱中している中で、雇われて働く場を

増やそうとするだけというこれまでの雇用政

策では、既に全体の問題をカヴァできないと

ころにきています。むしろ積極的に自分たち

の力で自分たちの仕事をつくる、そこで能力

を生かすことで、これを社会に還元するとい

う仕組みを開拓するべきです。21世紀が協同

の世紀だというためには、消費生活の協同だ

けでは極めて部分的です。働ける人が自分た

ちの能力をいかせる場を自分たち自身で作っ

てゆく。こういう仕組みが社会的にできるこ

とが、協同の世紀に相応しいと思います。

そのもう一つ底には労働力の商品化という

問題があります。労働という人間の能力を商

品として市場で売買するという社会関係がい

つまでも人間社会の中に存在していていいも

のか。これは社会主義思想の中では以前から
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問われてきたことです。18世紀から19世紀の

初期にかけて資本主義が発達するのと並行し

て、労働疎外への批判が生まれてきたことは

ご承知の通りですが、それが社会主義の原点

だったのです。21世紀に向かって、人間が人

間として尊重され、個性や希望が生かされる

ような社会、それを通じて社会全体が発展し

ていくような仕組みをつくってゆくことが、

いまだに歴史的展望を切り開く主要な問題に

なっているといっていいでしょう。

いま、若い人には失望感、無力感が広がっ

ています。そこからさまざまの社会問題も起

こっています。これに個別的に対応して、例

えば少年法を改正し厳罰主義という方向をと

る。こんな姑息な解決策は意味がない。基本

議　事　次　第

一　市民会議事務局(準備会)より議長に関する提案　　　

議長　富田孝好（日本労協連・事務局長）

　　   書記　岡安喜三郎（日本労協連）

二　開会のあいさつ

  中川雄一郎（協同総合研究所・理事長）

三　市民会議設立呼び掛け人を代表してのあいさつ

       大内力（労働者協同組合法制定推進運動本部長）

四　市民会議設立に至る経緯の説明と運動方針の提案

    菅野正純（協同総研・主任研究員）

五　法案骨子と申し合わせ事項の説明及び役員等の提案

島村博（日本労協連）

六　賛同人を代表して各界からのごあいさつ

田中　学（大学生協連・会長理）

高柳　新（全国民医連・会長）

永戸祐三（日本労協連・理事長）

七　市民会議宣言       菅野正純（協同総研・主任研究員）

八　閉会の挨拶　       鍛谷宗孝（日本労協連・専務理事）

的な仕組みをつくっている労働力の商品化と

いう問題に根底から取り組み、それを克服し

て人間が人間らしく生きることができる社会

をどうやって作ってゆくかということに取り

組まない限り解決はないでしょう。「協同労

働」が、唯一の解決方法であるかどうかはま

だはっきりしませんが、その中に手がかりが

あると考えていいだろうと思います。こうい

う意味では長い展望の中で「協同労働」の協

同組合を発展させることに息長く取り組んで

ゆくことが大切です。いずれにせよ、皆さん

と手を組んで「協同労働の協同組合法」を制

定させ、それが市民全体の生活の支えになる

ような運動を展開してゆきたいと思います。


